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地域福祉にかかる施策の具体的な展開（例） 

桑名市地域福祉保健計画の第５章「地域福祉にかかる施策の展開」に掲げた＜市民の

取組＞について、市民の皆さんが実際に活動できるよう、取組ごとに現状と今後の展開

の具体的な方法の一例をまとめました。 

 

１ 地域共生社会の実現を目指すネットワークの構築 

1-1 地域福祉に関する啓発（情報発信） 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・地域共生社会の理

念を理解し、地域

福祉活動や近隣

での見守りなど、

市民の主体的な

支え合いを進め、

安心して暮らせ

る地域を目指し

ます。 

地域住民等が地区社会福祉協議

会や形成を推進している（仮称）ま

ちづくり協議会など（第３層）にお

いて、自主的な地域福祉活動（益世

支え愛の会、精義おたすけ隊、城南

まちづくり協議会（子ども食堂な

ど））を行っている。 

 

☆市民会議（仕組みづくり部会）

が「地域支え合い活動報告会」を

開催（平成 27 年度）。星見ヶ丘地

区人権啓発推進会において支え

合い活動を報告（平成 28 年度）。

「市民のためのささえあい（愛）講

座を開催。「地域福祉げんき講座」

を開催（令和元年度）。 

 多度、長島、大山田のフェスタに

おいて、地域福祉計画に関する啓

発活動を行っている。 
 

活動ができていない地区につい

ては、生活支援コーディネーターが

地域住民等（主に第３層）に働きか

けて、地域課題を共有し、解決策を

考える協議体（地区社協・（仮称）ま

ちづくり協議会）などの形成に向け

て支援を継続していく。 

 

1-2 分野を超えた包括的なネットワークの構築 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・地域住民同士であ

いさつや声かけ

などを行い、近隣

との関係を深め

ます。 

地域住民等が主に組・班の圏域

（主に第５層）において、近隣住民

にあいさつや声かけを行う。 

老人クラブ等が公立小中学校に

おいて（主に第３層）、あいさつ運動

を実施している。 

人と人とのふれあいの原点であ

る「あいさつ」を通して人間関係の

素晴らしさを児童に認識してもら

うため、市内の小学生から「あいさ

日常生活の中で自然にあいさつ

や声かけができるよう、市全域（第

１層）を対象に、さまざまな機会を

活用してあいさつ運動の取組を紹

介するなど、あいさつの大切さを

PR する。 
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市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

つ運動」のポスター標語を、市が募

集し、入選作品の表彰や展示をして

いる。 

 

☆市民会議（人づくり部会・あい

さつ運動グループ）が活動 
 

・自治会、民生委員・・

児童委員、地域活

動団体などは、互

いに連携をとり、

誰もが安心して

暮らせる地域づ

くりに努めます。 

自治会、民生委員・児童委員、地

域活動団体などが地区社会福祉協

議会や形成を推進している（仮称）

まちづくり協議会など（第３層）に

おいて、互いに連携していけるよ

う、話し合いの場を持っている。 

 

☆市民会議が全体市民会議及び

市民活動の充実を考える会議に

おいて、地区社協やボランティア

団体等各活動団体との交流の場

を設けた（令和元年度）。 
 

活動ができていない地区につい

ては、生活支援コーディネーターが

地域住民等（主に第３層）に働きか

けて、地域課題を共有し、解決策を

考える協議体（地区社協・（仮称）ま

ちづくり協議会）などの形成に向け

て支援を継続していく。【再掲】 

・高齢者、障害のあ

る人、文化や習慣

が異なる外国の

人など地域で困

っている人を早

期発見、早期対応

することができ

るように協力し

ます。 

市民（民生委員・児童委員）等が、

地域で困っている人に対して、相談

機関等を紹介する又は相談機関等

へ困っている人がいることを連絡

している。 

市民が地区（主に第３層）で開催

される認知症声かけ訓練に参加し

ている。 

地域包括支援センター等が小学

校（主に第３層）に働きかけ、希望

する小学校の児童に対して、認知症

の方の見守り方法を教えている。 

見守り協力機関が日常の業務を

通じて気付いた高齢者等の異変を

通報している（市と協定）。 

市及び社会福祉協議会が民生委

員・児童委員や各団体等に対し、研

修等の機会を通じて、相談機関等の

周知を図る。 

地域包括支援センター等が地域

住民（主に第３層）に対し、呼びか

け、認知症声かけ訓練、通報を含め

た訓練への参加者を増やす。 

地域包括支援センター等が小学

校（主に第３層）に働きかけ、認知

症見守り講座の参加者を増やす。 

市が事業所等に働きかけ、見守り

協力機関を増やす。 

・医療、介護、保健、

福祉に関わらず、

地域住民の生活

に関わるさまざ

まな分野や立場

の専門職種は、多

様で複合化する

地域課題の解決

に向けて、連携・

協力することを

意識します。 

医療、介護、保健、福祉等の専門

職種が地域包括ケア推進協議会、支

援調整会議、総合相談調整会議など

において、地域では解決できない課

題に対し、地域課題の解決に向け

て、連携・協力している。 

市が中心となり第１層における

多職種連携による会議体の運営を

継続し、専門職種による地域課題の

解決に向けて連携・協力することを

求めていく。 
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1-3 権利擁護の推進 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・成年後見制度をは

じめ権利擁護に

関する制度の理

解をし、市民の立

場でできること

を積極的に取り

組みます。 

桑名市福祉後見サポートセンタ

ーが開催した市民後見人養成講座

により、知識や倫理観について学

び、終了した市民の方が、実際に市

民後見人として活動している。 

市民の方に制度の理解を図るた

めに、「成年後見制度推進シンポジ

ウム」を毎年開催している。 

市及び社会福祉協議会が成年後

見制度をはじめ権利擁護に関する

制度の周知をしていく。 

・判断能力が十分で

ない人等に対す

る見守りを行い、

必要に応じ、専門

機関へつなぎま

す。 

市民（民生委員・児童委員）等が、

判断能力が十分でない人等に対す

る見守りを行い、相談機関等へ連絡

している。 

市民が地区（主に第３層）で開催

される認知症声かけ訓練に参加し

ている。 

地域包括支援センター等が小学

校（主に第３層）に働きかけ、希望

する小学校の児童に対して、認知症

の方の見守り方法を教えている。 

見守り協力機関が日常の業務を

通じて気付いた高齢者等の異変を

通報している（市と協定）。 

           【再掲】 

市及び社会福祉協議会が民生委

員・児童委員や各団体等に対し、研

修等の機会を通じて、相談機関等の

周知を図る。【再掲】 

・高齢者、障害のあ

る人、子どもなど

に対する虐待を

見逃さないよう

にし、必要に応

じ、市へ通報しま

す。 

市民が、市等の相談機関に高齢

者、障害のある人、子どもなどの虐

待に関する通報・相談をしている。 

市及び各専門相談機関が連携し

て、虐待の事例やサインに関する情

報を提供し、虐待防止に関する講演

会等を通じて、市民全体の意識を高

める。 

・日本人市民と外国

人市民が、お互い

に地域を支える

一員であること

を認識して、共に

地域づくりを進

めます。 

外国語による災害情報や日本語

教室に関する情報など市が発信す

る情報や申請のための書類などの

多言語化は徐々に進んできている。 

桑名市国際交流市民アドバイ 

ザー委員会など支援団体が日本語

教室やイベントを開催している。 

 

☆市民会議（人づくり部会・多文

化交流グループ）が活動 
 

市と支援団体の連携により、主に

市全域（第１層）において青少年の

交流事業をはじめ、文化芸術、スポ

ーツ、経済など様々な分野・レベル

で日本人市民が外国人と交流する

機会の創出に努める。 
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２ 地域における的確な情報提供と相談支援体制の確立 

2-1 生活に関する情報提供の充実 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・市の広報紙やホー

ムページなどの

情報媒体を積極

的に活用して日

常生活に必要な

情報の収集に努

めるとともに、福

祉サービスなど

の必要な情報が

必要な人に届く

よう、市民の交流

を深めます。 

市全域（第１層）において、市は

保健福祉サービスの利用に関する

情報をはじめ、さまざまな行政情報

を、広報やホームページなど多様な

媒体を用いて提供している。 

市及び各種専門相談機関が連携

して、引き続き市全域（第１層）に

おいて積極的に情報提供を行うと

ともに、第４・５層において人を介

した情報伝達が効果的に行われる

よう、市、社会福祉協議会、自治会、

民生委員・児童委員等の連携を強化

する。 

・地域の行事や通い

の場などの情報

提供の場づくり

に努めます。 

地域の行事については、第３～５

層において、各行事の開催関係団体

と自治会等が連携し、回覧板等によ

り行っている。通いの場について

は、市広報で活動事例を紹介してい

る。 

通いの場については、引き続き市

広報において活動紹介を行うとと

もに、第２層において地域包括支援

センター等が自治会等地域団体へ

地域内の情報を提供していく。 

市及び社会福祉協議会は生活支

援コーディネーターと連携して地

域住民等（主に第３層）に働きかけ、

「通いの場」など、当該地域で必要

なサービスを創出する。 

 

2-2 総合的な相談支援体制の充実 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・困っている人が一

人で抱え込んだ

りしないよう、ち

ょっとした悩み

や不安を打ち明

けられるような

近所付き合いを

心がけます。 

地域住民等が主に組・班の圏域

（主に第５層）において、近隣住民

にあいさつや声かけを行っている。 

市及び社会福祉協議会は、近隣住

民のつきあいが深まり、自然に助け

合えるよう、全市民（第１層）を対

象に、さまざまな機会を活用して地

域共生の意義や実例を PR してい

く。 

・近隣で支援を必要

とする人に、各相

談窓口や民生委

員・児童委員など

に気軽に相談す

るよう勧めます。 

 

市全域（第１層）において市及び

社会福祉協議会は相談窓口に関す

る情報を、多様な媒体を用いて提供

している。 

市及び各種専門相談機関が連携

して、引き続き市全域（第１層）に

おいて積極的に情報提供を行うと

ともに、第４・５層において相談支

援が効果的に行われるよう、市、社

会福祉協議会、自治会、民生委員・
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・市の広報紙やホー

ムページなどを

活用し、各相談窓

口の把握に努め

ます。 

児童委員等の連携を強化する。【再

掲】 

市及び社会福祉協議会が民生委

員・児童委員や各団体等に対し、研

修等の機会を通じて、相談機関等の

周知を図る。【再掲】 

 

2-3 福祉サービス等の利用支援の充実 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・地域でできる見守

りや支え合い活

動に積極的に参

加します。 

地域住民等が地区社会福祉協議

会や形成を推進している（仮称）ま

ちづくり協議会など（第３層）にお

いて、自主的な地域福祉活動（益世

支え愛の会、精義おたすけ隊、城南

まちづくり協議会（子ども食堂な

ど））を行っている。【再掲】 

活動ができていない地区につい

ては、生活支援コーディネーターが

地域住民等（主に第３層）に働きか

けて、地域課題を共有し、解決策を

考える協議体（地区社協・（仮称）ま

ちづくり協議会）などの形成に向け

て支援を継続していく。【再掲】 

・ひとり暮らし高齢

者や高齢者のみ

の世帯など日常

生活において軽

易な手助けを必

要としているこ

とに対し、既存の

ボランティアな

どと協力して支

援します。 

社会福祉協議会（ボランティアセ

ンター）が市全域（第１層）におい

て、ボランティアの需給調整を行っ

ている。 

介護保険の介護予防・日常生活支

援総合事業の中で、「えぷろんサー

ビス」（シルバー人材センター会員

による軽易な生活支援）など住民が

担い手となる事業を行っている。 

市及び社会福祉協議会は生活支

援コーディネーターと連携して地

域住民等（主に第３層）に働きかけ、

当該地域で必要なサービスを創出

する。【再掲】 
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３ 地域における安全・安心の体制づくり 

3-1 災害時に備えた体制づくり 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・地域の防災につい

て関心を持ち、自

分の命は自分で

守るという「自

助」意識を身につ

けるとともに、防

災訓練等に積極

的に参加するこ

とにより、地域で

助け合うという

「共助（互助）」の

考えを理解しま

す。 

市は市全域（第１層）において、

市民が防災の正しい知識と判断を

持って行動できるよう、ハザードマ

ップ等を作成・配布するとともに、

防災ビデオの貸出、講演会等各種集

会の開催や報道機関と協力して、マ

スメディアを通じ、災害予防、応急

措置等、知識の向上に努めている。 

 

☆市民会議（仕組みづくり部会）

が全体市民会議において「防災に

ついての講演会」を開催（平成 2８

年度）。「市民のための防災講座」

を開催（平成２９年度）。 
 

市は、自主防災組織（主に第４層）

や企業、防災ボランティアグループ

が主体となって実施する防災訓練

について協力及び支援するととも

に、自治会等に働きかけ、要支援者

や女性の参画を含めた多くの市民

の参加を促進する。 

・日頃の近所付き合

いなどで、避難に

支援が必要だと

思われる人を把

握します。 

防災部局や福祉部局をはじめと

した市、社会福祉協議会や地域包括

支援センター等の福祉関係者、地域

の組織・団体が連携し、避難行動要

支援者の情報把握に努めている。 

市は、自主防災組織（主に第４層）

等が地域において支援が必要な人

を把握できるよう、避難行動要支援

者名簿の活用について、さまざまな

機会を通じてＰＲする。 

 

3-2 要支援者の支援方策の充実 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・災害の発生を想定

して、平時から地

域の関係機関や

行政等との円滑

な連携体制を築

きます。 

市は、自主防災組織の組織化、組

織間のネットワーク化を推進する

とともに、組織の活性化の促進及び

防災資機材の整備について助成す

るなど積極的な自主防災組織の育

成に努めている。 

市は、要支援者が自主防災組織

（主に第４層）の実施する防災訓練

に参加しやすくなるよう、その有用

性を自治会等へＰＲしていく。 

・災害時には、高齢

者、障害のある

人、子どもやその

親、外国人などに

理解を示し、必要

な手助けができ

る体制をつくり

ます。 

避難行動要支援者が必要な生活

支援を受けられる等、安心して避難

所生活ができる体制を整備すると

ともに、避難所へ手話通訳、要約筆

記、介助のボランティア等の派遣が

できるよう、平常時から通訳者等の

養成に努めている。 

 

自主防災組織、自治会、民生委員・

児童委員、消防団、福祉関係の相談

機関の相談員等の協働により、避難

行動要支援者一人ひとりに避難支

援等関係者を定める。 

市は、避難行動要支援者名簿を整

備し、その活用について実行性のあ

るシステムを構築する。 
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3-3 地域における防犯体制の強化 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・日常的なあいさつ

など積極的に子

どもへの声かけ

をするとともに、

登下校の子ども

の見守りなどに

参加し、子どもの

安全確保に努め

ます。 

地域住民等が地区社会福祉協議

会や形成を推進している（仮称）ま

ちづくり協議会など（第３層）にお

いて、自主的な地域福祉活動（益世

支え愛の会、精義おたすけ隊、城南

まちづくり協議会（子ども食堂な

ど））を行っている。【再掲】 

 

☆市民会議（人づくり部会・あいさ

つ運動グループ）が活動【再掲】 
 

活動ができていない地区につい

ては、生活支援コーディネーターが

地域住民等（主に第３層）に働きか

けて、地域課題を共有し、解決策を

考える協議体（地区社協・（仮称）ま

ちづくり協議会）などの形成に向け

て支援を継続していく。【再掲】 

・地域住民が一丸と

なり、地域の防犯

活動、防犯パトロ

ールに取り組み

ます。 

市に登録がある地域防犯活動団

体が、地域(概ね小学校区)内の自主

防犯パトロールを実施するために

必要な経費を補助している。 

生活安全指導員が防犯に対する

専門的な知識やノウハウを生かし

た防犯パトロール、防犯活動への助

言等を行っている。 

地域防犯活動団体ができていな

い地区については、市が地域住民等

（第３層）に働きかけて、地域課題

を共有し、地域防犯活動団体の設置

に向けて支援していく。 

市は全市民（第１層）に対して地

域防犯の有用性をアピールしてい

く。 
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４ 地域を支える人材の育成 

4-1 福祉教育の推進 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・日常的なあいさつ

を交わし、互いに

顔が見えるつき

あいをすること

によって市民同

士の交流を育み、

地域活動の活性

化につなげます。 

地域住民等が主に組・班の圏域

（主に第５層）において、近隣住民

にあいさつや声かけを行う。 

老人クラブ等が公立小中学校に

おいて（主に第３層）、あいさつ運

動を実施している。 

 

☆市民会議（人づくり部会・あいさ

つ運動グループ）が活動【再掲】 
 

日常生活の中で自然にあいさつ

や声かけができるよう、市全域（第

１層）を対象に、さまざまな機会を

活用してあいさつ運動の取組を紹

介するなど、あいさつの大切さを

PR する。【再掲】 

・積極的に福祉につ

いて学び、得られ

た知識・経験を、

地域における自

主的な活動に生

かしていきます。 

各小中学校は総合的な学習の時

間等において、社会福祉協議会、社

会福祉施設などとの連携を図り、介

護などの体験活動を通して交流す

ることで、児童生徒の福祉の心を育

んでいる。 

社会福祉協議会はボランティア

養成講座を実施し、広くボランティ

アの考え方や技術の普及を図って

いる。 

 

☆市民会議（人づくり部会・学校

連携グループ）が活動 
 

生活支援コーディネーターが地

域住民等（主に第３層）に働きかけ

て、地域課題を共有し、解決策を考

える協議体などの設置を検討して

いく中で、小中学校の福祉教育の推

進、ボランティア講座等などによ

り、地域において活動できるよう働

きかける。 
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4-2 活動に取り組むきっかけづくり 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・ボランティアや地

域活動に参加し

ている市民は、活

動の楽しさや魅

力を積極的に発

信するよう努め

ます。 

市全域（第１層）において、市広

報や社協だより等で実際の活動や

参加者の言葉を紹介している。 

市及び社会福祉協議会は、引き続

き市全域（第１層）において積極的

にボランティアや地域活動の「見え

る化」を図る。 

市及び社会福祉協議会がボラン

ティアや地域活動の取組を発表で

きる場を設ける。 

・生活や仕事を通し

て培ってきた技

術や経験を地域

活動に役立て、次

の世代に継承し

ていきます。 

市全域（第１層）において、桑名

市シルバー人材センターが 60 歳以

上の会員を対象とした人材派遣を

行っている。 

市及び社会福祉協議会は市全域

（第１層）において、シルバー人材

センター会員をはじめ一定のスキ

ルを持った人材を活用した事業を

検討する。また、生活支援コーディ

ネーターと連携して地域住民等（主

に第３層）に働きかけ、当該地域で

の人材活用を検討する。 

 

4-3 ボランティアの育成 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・ボランティアの養

成講座などを活

用し、助け合いの

意識を高め、具体

的なボランティ

ア活動につなげ

ます。 

各小中学校は総合的な学習の時

間や道徳の時間において、社会福祉

協議会、社会福祉施設などとの連携

を図り、介護などの体験活動を通し

て交流することで、児童生徒の福祉

の心を育んでいる。 

社会福祉協議会はボランティア

養成講座を実施し、広くボランティ

アの考え方や技術の普及を図って

いる。【再掲】 

生活支援コーディネーターが地

域住民等（主に第３層）に働きかけ

て、地域課題を共有し、解決策を考

える協議体などの設置を検討して

いく中で、小中学校の福祉教育の推

進、ボランティア講座等などによ

り、地域において活動できるよう働

きかける。【再掲】 

・地域において手助

けや支援を必要

としている人が

いることを知り、

それを支援する

活動にできる限

り参加します。 

桑名市ボランティアセンターで

は、ボランティア活動に関心のある

方や、ボランティアの力を必要とし

ている方の相談に応じ、ニーズを調

整（コーディネート）するほか、活

動情報の発信や養成講座の開催な

ど、ボランティア活動が活発となる

よう、さまざまな事業を行ってい

る。 

引き続き、桑名市ボランティアセ

ンターにおいて、ボランティア活動

情報の発信や養成講座の開催など、

ボランティア活動が活発となるよ

う働きかける。 
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4-4 地域活動の推進 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・自分の住んでいる

地域のことに関

心を持って、自治

会等の地縁活動

に積極的に参加

します。 

市内には695の単位自治会があ

り、小学校区単位では29地区の自

治会連合会が結成されている。（令

和元年４月末時点） 

市は、地域の課題解決において自

治会活動（第４層）が有効であるこ

とをさまざまな機会を通じてＰＲ

していく。 

・身近な地域に困り

ごとを抱えた人

や見守りが必要

な人はいないか

目を配ります。 

市民（民生委員・児童委員）等が

市全域（第１層）において、地域で

困っている人に対して、相談機関等

を紹介する又は相談機関等へ困っ

ている人がいることを連絡してい

る。 

地域住民等が主に組・班の圏域

（主に第５層）において、近隣住民

にあいさつや声かけを行っている。 

市民が地区（主に第３層）で開催

される認知症声かけ訓練に参加し

ている。 

地域包括支援センター等が小学

校（第３層）に働きかけ、希望する

小学校の児童に対して、認知症の方

の見守り方法を教えている。 

見守り協力機関が日常の業務を

通じて気付いた高齢者等の異変を

通報している（市と協定）。 

【再掲】 

市及び社会福祉協議会は、近隣住

民のつきあいが深まり、自然に助け

合えるよう、全市民（第１層）を対

象に、さまざまな機会を活用して地

域共生の意義や実例を PR してい

く。【再掲】 
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５ 地域活動拠点の整備 

5-1 地域における交流の場づくり 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・祭りなど地域の伝

統行事や既存の

行事を大切にし

て、世代間交流を

推進します。ま

た、親子が一緒に

なって活動でき

る行事を考えま

す。 

市及び社会福祉協議会は市全域

（第１層）において、学校教育、生

涯学習等さまざまな分野・視点で世

代間交流を進めている。 

また、地区社会福祉協議会、老人

クラブ等も積極的に取り組んでい

る（主に第３層）。 

 

☆市民会議（場づくり部会・千羽

鶴グループ）が活動 
 

市及び社会福祉協議会は、世代間

交流を進めるとともに、既存の活動

の「見える化」を進め、取組の拡大

を図る。 

・地域住民が集まる

場については、高

齢者、障害のある

人、子育て中の親

子など、誰もが参

加しやすい環境

とすることに心

がけます。 

住民が運営主体となる「通いの

場」等（主に第３層）が、より開か

れた交流拠点となるよう、市及び社

会福祉協議会は柔軟な運営に関す

る情報提供を行うとともに、運営主

体のネットワークを構築する。 

・地域活動の拠点と

して活用できる

空き家、空き店舗

などに関する情

報を提供します。 

市は、空き家等の有効活用を通し

た定住促進による地域の活性化を

図ることを目的に空き家バンクを

実施している。 

市は、「通いの場」の立ち上げ（主

に第３層）など地域住民主体で取り

組む地域コミュニティの活性化に

つながる空き家等の利活用への支

援体制を整える。 

 

5-2 高齢者や障害のある人が活躍できる場づくり 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・地域に暮らす全て

の人が、地域を支

える大切な担い

手であることを

理解して、支え合

いながら地域づ

くりを進めます。 

市は、障害のある人の就労施設の

提供する物品、サービス等につい

て、全庁的に優先購入（調達）を進

めている。また、高齢者が自ら担い

手となって実施する健康づくりや

介護予防の取組を推進している。 

 

☆市民会議（場づくり部会・障害

者余暇活動支援グループ）が活動 
 

市及び社会福祉協議会は全市民

（第１層）に対して、障害のある人

の提供する物品や役務の利用促進

のためのＰＲを行う。 

市及び社会福祉協議会は、各地域

包括支援センターと連携して、「通

いの場」（主に第３層）に働きかけ、

高齢者等の担い手としての活用を

すすめる。 
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６ 生活を守る移動・外出支援の確保 

6-1 有効な移動・外出支援の検討 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・移動や外出で困難

を感じている人

がいることを知

り、地域住民の支

え合いでできる

支援を考えます。 

「通いの場」への送迎を地域ボラ

ンティアが自家用車を利用して実

施しているが、一部地域での実施に

とどまっている。 

地域住民等（主に第２層）に働き

かけて、地域住民主体の移動支援事

業の担い手を育成する。 

・移動や外出に関す

る地域のニーズ

を把握し、関係機

関・事業者との協

働による解決策

を検討します。 

市、交通事業者、地域住民が協議

しながら地域ニーズに応じたコミ

ュニティバスのダイヤ編成や公共

交通空白地帯の解消に取り組んで

いる。 

 

☆市民会議（場づくり部会・K バス

グループ）の活動と関連 
 

引き続き、市、交通事業者、地域

住民が協議（地域公共交通会議）す

る中で、福祉的な視点を取り入れて

いく。 

 

6-2 誰もが外出しやすいユニバーサルデザインのまちづくり 

市民の取組 現状 展開の具体的な方法（例） 

・施設等の整備によ

るハード面のバ

リアフリーのみ

ならず、高齢者や

障害のある人な

どが抱える困難

を、全ての地域住

民が自らの問題

として認識し、そ

の社会参加に積

極的に協力する

心のバリアフリ

ーを進めます。 

市は、公共施設の整備やまちづく

りはもとより、広報、ホームページ

等情報提供においてもユニバーサ

ルデザインの考え方に基づいて進

めている。 

市は、全市民（第１層）に対して、

まちづくりや日常生活などあらゆ

る場面において年齢や障害の有無

に関わらず誰もが利用しやすいユ

ニバーサルデザインの考え方が必

要であることを、さまざまな機会を

通じて啓発する。 

・日常生活を通じて

把握している危

険箇所などの情

報を地域で共有

します。 

市、県、警察、自治会や地域団体

など、関係機関との連携を図り、交

通危険箇所の把握と早期の改善、対

策に取り組んでいる。 

関係機関の連携による危険箇所

の把握ができていない地区につい

ては、市が地域住民等（第３層）に

働きかけて、体制を構築する。 

 


